
２ 地域別にみた高齢化

都道府県別の高齢化率をみると、東京、大
阪、愛知を中心とした三大都市圏で低く、それ
以外の地域で高い。平成２０（２００８）年現在の高
齢化率は、最も高い島根県で２８．６％、最も低い
沖縄県で１７．２％となっている。
今後、高齢化率は、すべての都道府県で上昇

し、平成４７（２０３５）年には、最も高い秋田県で
は４０％を超えて４１．０％となり、最も低い沖縄県
でも２７．７％に達すると見込まれている。また、
首都圏など三大都市圏では、今後の高齢化がよ
り顕著であり、例えば埼玉県の高齢化率は、２０
（２００８）年の１９．１％から１４．７ポイント上昇し、
４７（２０３５）年には３３．８％に、千葉県では２０．１％
から１４．１ポイント上昇し３４．２％になると見込ま
れており、今後、我が国の高齢化は、大都市圏
を含めて全国的な広がりをみることとなる（表
１－１－８）。

３ 高齢化の要因は何か

高齢化率が２２％を超えた我が国においてその
要因は大きく分けて、①平均寿命の延伸による
６５歳以上人口の増加並びに②少子化の進行によ
る若年人口の減少である。

（１）死亡率の低下に伴う平均寿命の延伸
戦後、我が国の死亡率（人口１，０００人当たり

の死亡数）は、生活環境の改善、食生活・栄養
状態の改善、医療技術の進歩等により、乳幼児
や青年の死亡率が大幅に低下したため、昭和２２
（１９４７）年の１４．６から約１５年で半減し、３８
（１９６３）年に７．０になった。その後はなだらか
な低下を続け、５４（１９７９）年には６．０と最低を
記録した。
その後、近年の死亡率はやや上昇傾向にあ

り、平成１９（２００７）年は８．８（死亡数は１１０万８，３３４
人）となっており、２０（２００８）年には推計で９．１
（死亡数は１１４万３，０００人）程度になるものと見
込まれている（図１－１－９）。

昭和５０年
（１９７５）

平成２０年
（２００８）

平成４７年
（２０３５）

全国 ７．９ ２２．１ ３３．７
北海道 ６．９ ２３．６ ３７．４
青森県 ７．５ ２４．４ ３８．２
岩手県 ８．５ ２６．３ ３７．５
宮城県 ７．７ ２１．５ ３３．８
秋田県 ８．９ ２８．４ ４１．０
山形県 １０．１ ２６．６ ３６．３
福島県 ９．２ ２４．２ ３５．５
茨城県 ８．４ ２１．３ ３５．２
栃木県 ８．３ ２１．１ ３３．６
群馬県 ８．８ ２２．５ ３３．９
埼玉県 ５．３ １９．１ ３３．８
千葉県 ６．３ ２０．１ ３４．２
東京都 ６．３ ２０．２ ３０．７
神奈川県 ５．３ １９．２ ３１．９
新潟県 ９．６ ２５．５ ３６．６
富山県 ９．５ ２５．２ ３６．０
石川県 ９．１ ２２．９ ３４．５
福井県 １０．１ ２４．３ ３４．０
山梨県 １０．２ ２３．７ ３５．３
長野県 １０．７ ２５．５ ３５．６
岐阜県 ８．６ ２２．９ ３３．６
静岡県 ７．９ ２２．６ ３４．６
愛知県 ６．３ １９．２ ２９．７
三重県 ９．９ ２３．１ ３３．５
滋賀県 ９．３ １９．７ ２９．９
京都府 ９．０ ２２．４ ３２．３
大阪府 ６．０ ２１．２ ３３．３
兵庫県 ７．９ ２２．１ ３４．３
奈良県 ８．５ ２２．６ ３６．８
和歌山県 １０．４ ２６．１ ３８．６
鳥取県 １１．１ ２５．５ ３４．５
島根県 １２．５ ２８．６ ３７．３
岡山県 １０．７ ２４．３ ３３．４
広島県 ８．９ ２３．０ ３４．５
山口県 １０．２ ２６．９ ３７．４
徳島県 １０．７ ２６．１ ３６．７
香川県 １０．５ ２４．９ ３５．９
愛媛県 １０．４ ２５．６ ３７．０
高知県 １２．２ ２７．８ ３７．４
福岡県 ８．３ ２１．４ ３２．６
佐賀県 １０．７ ２３．９ ３４．２
長崎県 ９．５ ２５．２ ３７．４
熊本県 １０．７ ２５．１ ３５．６
大分県 １０．６ ２５．９ ３５．６
宮崎県 ９．５ ２５．２ ３６．９
鹿児島県 １１．５ ２６．０ ３５．９
沖縄県 ７．０ １７．２ ２７．７

表１－１－８ 都道府県別高齢化率の推移

資料：昭和５０年は総務省「国勢調査」、平成２０年は総務省「推
計人口」（平成２０年１０月１日現在）、平成４７年は国立社会
保障・人口問題研究所「日本の都道府県別将来推計人口
（平成１９年５月推計）」

７％未満
７％以上１４％未満
１４％以上２２％未満
２２％以上３０％未満
３０％以上
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